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鋼製 鉄・製
「ソレ鉄ハ工業ノ母、護国ノ基礎ナリ。

製鉄ノ業起ラザレバ万業振ハズ、軍備整ハズ、此業ノ盛否ヲ視テ、

国運ノ如何ヲ知ルニ足ルトハ、能ク人ノ確認スル所ナリ」
野呂景義「鉄業調」 1891

と
▲写真3-1 八幡村に建設中の官営八幡製鐵所（1899年）。本事務所（中央左）

鍛冶工場（左）東田第一高炉（上部左）

明治日本は「工業を興す」という国家目標があった。
その実現のために世界から人材を迎え入れる器をつくり、人を育て、産業を興し、国をつくった。

プレゼン資料 ｂｙ 加藤康子



令和日本も、１億2500万人の国民を豊かにし、国を強くする国家目標と戦略が必要。



GDPの国際比較（２０１9年）
―主要国のGDPと世界に占める割合―

単位:兆ドル
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2010年に日本は3位に
2040年にはインドに抜かれる

http://www.imf.org/


国内総生産で日本はアメリカ、中国に次ぎ第三位
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菅首相10月の所信表明演説
「2050年までに温室効果ガス
の排出を実質ゼロとする」と明
言。

４月22日に開催された気候変
動サミットで、2030年度温室
効果ガス（大半がＣＯ２）を
2013年度比46%削減を目指す
と宣言、
目標を20ポイント引き上げた。



ＥＶや再エネに取り組まず日本の未
来をどう描けるのか。日本が内燃機
関（エンジン）分野の技術が得意だ
からといっても、ガソリン車の海外

市場は閉じていく。
社会全体を変えて日本のエネルギー
安全保障を確立することは、日本の

歴史的命題でもあります。
政権の歴史的な意義はグリーンとデ
ジタルを政治のアジェンダ（議題）

にセットしたことです。
産経新聞 2021/3/17

小泉大臣：くっきりとした姿が見えている訳ではないけれど、
おぼろげながら浮かんできたんです。46という数字が。
小川 浮かんできた？
小泉大臣 シルエットがうかんできたんです
（4月23日 ＮＥＷＳ ２３ ＴＢＳ）

自動車工業会によると２０１９年に販売された新車４１７万台の内ガソリ
ン車は六割を占めており、HVが３割強、EVやFCVは１％にも満たない。

小泉大臣「（原発を）どのように残せるかで
はなくどのようにしたら失くせるかという立場
だ」と原発が脱炭素の主電源になることを否定
している。
エネルギー基本計画案においても再エネが主

電源で原発のリプレースを明記していない。

脱炭素政策の目玉
再エネ、EV、火力発電所からの撤退、



自動車産業は国際競争力の高い唯一の産業です。
部品・素材、販売・整備、物流・交通、金融などわが国の戦略産業として経済社会に貢献しています。

自動車などの輸送機器の出荷額は70兆円と製造業全体の２割 （出典：経済産業省）
貿易黒字額は15兆円と全体の約２０％資源輸入額18兆円の大半を賄う（出典：財務省）

納税額は自動車ユーザーから9兆円、自動車産業の企業と従業員の納税額を併せると15兆円と税収の１５％に相当
する。（出典：財務省統計）

化学、鉄鋼、機械、電機と日本を担う輸出産業は何れもカーボンプライシングで大きな影響を受ける
これ以上社会コストが増えると、日本でものづくりが続けられなくなるー自動車王国日本を潰すのか？

2018年の主要製造業の製造品出荷額等



自動車産業で働く550万人
部品・素材、組立・整備・燃料・販売・物流・交通、

金融・保険・運搬

税収15兆円
経済波及効果は2.5倍

先日の日米首脳会談では菅総理が2030年というマイルス
トーンを置いて、カーボンニュートラルに向けた取り組
みを加速させるという強い意志を示されました。

今日本がやるべきことは、技術の選択肢を増やしていく
ことであり、規制法制化はその次だと思います。 最初
からガソリン車やディーゼル車を禁止するような政策は、
その選択肢を自ら狭め、日本の強みを失うことにもなり
かねません。

政策決定におかれましては、この順番が逆にならないよ
うお願い申し上げます。自動車業界としては、これまで
同様、EV技術にも着実に投資をしてまいります。

4月22日トヨタ会長
記者会見

4月24日
ホンダ新社長が会見で「2040年にはEVと
FCEV」100％の目標を発表

https://search.yahoo.co.jp/search?ei=UTF-8&rkf=1&slfr=1&p=%E6%97%A5%E7%B1%B3%E9%A6%96%E8%84%B3%E4%BC%9A%E8%AB%87&fr=link_kw_nws_direct
https://search.yahoo.co.jp/search?ei=UTF-8&rkf=1&slfr=1&p=%E3%83%9E%E3%82%A4%E3%83%AB%E3%82%B9%E3%83%88%E3%83%BC%E3%83%B3&fr=link_kw_nws_direct
https://search.yahoo.co.jp/search?ei=UTF-8&rkf=1&slfr=1&p=%E3%83%87%E3%82%A3%E3%83%BC%E3%82%BC%E3%83%AB%E8%BB%8A&fr=link_kw_nws_direct
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建設業 卸売・小売業 運輸・郵便業

宿泊・飲食サービス業 情報通信業 金融保険業

不動産業 専門・科学技術、業務支援サービス業 公務

教育 保健衛生・社会事業 その他サービス

自動車産業都市と観光都市の比較について
～TOYOTA大和町、熱海市総生産比較～

2万8660人
281,263百万円
1人当9.81百万円

3万7576人
142,725百万円
1人当3.79百万円

製造業 68.4％

製造業 1.2％ 宿泊・飲食サービス業 17.8％

宿泊・飲食サービス業 0.6％

出典:
http://toukei.pref.shizuoka.jp/bunsekihan/data/15-040/documents/h29chiiki_seisan.xlsx

https://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/807149.xls

熱海は
大和市の人口の

1.3培
総生産は大和市

の50％
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那覇市

太田市

農業 林業 水産業

鉱業 製造業 電気･ガス・水道・廃棄物処理業

建設業 卸売・小売業 運輸・郵便業

宿泊・飲食サービス業 情報通信業 金融保険業

不動産業 専門・科学技術、業務支援サービス業 公務

教育 保健衛生・社会事業 その他サービス

自動車産業都市と観光都市の比較について
～SUBARU太田市、那覇市総生産比較～

22万3786人
1,484,939百万円
1人当6.63百万円

32万3272人
1.409,247百万円
1人当4.35百万円

製造業 55.8％

製造業 0.9％ 宿泊・飲食サービス業 4.2％

宿泊・飲食サービス業 1.6％

出典:
https://toukei.pref.gunma.jp/pis/data/pis2017_2.xls

https://www.pref.okinawa.jp/toukeika/ctv/H29/ctv2_3_H29sr.xls

那覇市は太田市の
人口の1.45倍

総生産は概ね同じ



軽自動車
は国民車

年200万台販売
日本の道の８３％は
軽自動車でなければ
すれちがうことがで

きない





中国製造２０２５
国家戦略ー製造強国戦略研究ー中華民族の偉大なる復興
ハイテク製品の主要部品の７０％を中国製にする。

製造業は国民経済の主体であり、立国の根源であり

興国の器であり、強国の基礎である

18世紀半ばに始まった産業文明以来、

世界の強国の興亡と中華民族の奮闘の歴史は、

強い製造業がなければ、

国家と民族の繁栄も存在し得ないことを証明している

国際競争力のある製造業を確立させることこそは

中国の総合的な国力を高め

国家安全を保障し

世界の強国を打ち立てるための唯一無二の道である



中国は2025までに10項目におい
て覇権を握る国家戦略

1. 次世代情報技術（５Ｇ，半導体）

2. ＣＮＣ工作機械・ロボット

3. 航空・宇宙装備

4. 海洋エンジニアリング、ハイテク船舶

5. 先進軌道交通整備

6. 省エネ・新エネ自動車

7. 電力設備

8. 農業設備

9. 新素材

10. バイオ医薬・高性能医療機器

産業 金額（億円） シェア

１ 自動車 119,712 15.6%

２ 半導体等電子部品 40,060 5.2%

３ 自動車部品 36,017 4.7%

４ 鉄鋼 30,740 4.0%

５ 原動機 27,279 3.5%

６ 半導体製造装置 24,670 3.2%

７ プラスチック 24,297 3.2%

８ 科学光学機器 21,297 2.8%

９ 有機化合物 19,017 2.5%

１０ 電気回路機器 18,515 2.4%

日本の輸出品トップ１０の内訳
（2019）
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粗鋼生産量

日本 中国

単位：千トン

参考 世界の粗鋼生産量国別ランキング・推移 https://www.globalnote.jp/post-1402.html

中国の粗鋼
生産量は世
界の５３％

粗鋼生産力は国力を象徴
産業力の指標

主要国は何れも国内の生産拠点
で高い自給率を保持している



日本の製造業が国内にマザー工場のみを遺し、マーケットで生産するようになった。
組立工場がでていき、部品工場がそれに続き、現地にサプライチェーンもでき、

国内需要が縮小する中、鉄鋼業など素材産業は国内でふんばってきた。



産業用電力
日本18円
ドイツ6円

家庭用電力
ドイツ40円
日本26.7円

東日本大震災以降、多くの原発が休止し、再エネ賦課金が増
え、産業用電力は3倍に膨れ上がった。

諸外国が官民一体で新技術を支援する中で、日本は民間の力
で、生産コストが高く規制の多い日本で、中国や韓国の企業
と競争している。

脱炭素を推進するのなら、製造業が国内で存続するための安
価で安定的な電力は待ったなしである。

太陽光、洋上風力、水素だけであれば安価で安定的な電力は
供給できない。原発については政治的に難しくても真正面か
ら議論するべきである。



Fit 賦課金3.6円



産業用 家庭用

製鉄所では
1t あたり750kWh が必要

炭素税や排出量取引制度などのCPが進んでいるEUは、
環境政策が、自国の産業競争力に影響がないよう配慮
されている。

中でも産業用電気料金は、IEA公表数値より、様々な
減免措置によって、はるかに安価に調達している。

産業用電力
日本18円
ドイツ6円

家庭用電力
ドイツ40円
日本26.7円

日本の電力は世界一高い。
国内で生産を続け、雇用を守るため
にも安価で安定的な電力が必要

再エネに依存
国内でものづくりは続けていく

ことはできない。



令和日本には国家の目標と
国民経済の支援が必要

• 明治以来培ってきた日本の経済
基盤が中国にのまれていく潮流。

• 国家戦略として脱炭素を世界で
リードしていくのであれば、それ
に伴う基幹産業の技術革新を全面
的に支援すべきである。

日本の未来のために、

国の屋台骨を支える製造業が

国内でものづくりをつづけ、

地方経済のハブとして雇用を守り、

第四次産業革命の波をのりきる技
術開発ができるよう

全力で支援すべきではないか。

産業は国家安全保障上の要


